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情報、 ンステム組織と 情報資源の管理戦略 

溝 口 

はじめに 

従来，情報システムは 組織の個別的な ， 清報 要 

請に応える機能を 中心に，情報システム 組織に 

よって開発・ 維持されてきた． このため他事業 

部 と情報システム 組織との不十分な 意思疎通， 

経営戦略と情報システム 戦略との不統合性に 2 

0 ，エンド・ユーザ 一に対する適時かつ 的確な 

情報提供機能の 不適合が次第に 拡大し組織に 

よ る戦略遂行にクリティカルな 要因であ ると 認 

識 されはじめた． この情報システム 観の変化過 

程を経て，経営戦略と 一体化した戦略情報シス 

テム機能の高度 ィヒ は，企業環境変 ィヒ に組織が弾 

力的に対応するための 必然的要請として 認知さ 

れ ，情報システム 自体の自己進化と 組織適応が 
促されつつあ る． 

一方，情報システムにおける 戦略的機能の 高 

度化は，情報システムのハードウェア 及びソフ 

トウェア投資の 増大，人的資源の 拡大により， 

，情報 - ンステムのコスト 負担増大をもたらしてい 

る 1;. 1990 年代に始まった 日本経済の調整過程 
の中で，情報 - ンステム投資もその 効率性と効果 

，性の観点から 見直しが進んでいる． このような 

情報システム 投資の変化と 情報技術の進 ィヒ によ 

るコンピュータのダウンサイジンバとエンドユ 

ーザー・コンピューティン グ の発展により ，情 

報システム組織の 役割がこれまでの 集中管理方 

式から多様化した 管理方式へと 変貌している． 

情報 - ンステムのパラダイム 変化を受けて ，企 

業は戦略経営に 関する適切な 情報供給と増加す 

周 三 

る 情報システムのコスト 削減を目的とし 情報 

資源配分の見直しとこれを 管理する情報システ 

ム組織のあ り方について 模索している 段階であ 

る． 

ここで検討する 情報資源は情報システムに 関 

達 するハードウエア 資源， ソフトウェア 資源及 

び人的資源の 総体であ る．情報資源の 管理戦略 

は，情報システムの 発展過程，ハードウェアと 

ソフトウェアの 組み合わせによるアプリケーシ 

コ ン・システム 等の性格により 一概に集中管理 

や分散管理が 適合するわけでなく ，企業の経営 

戦略に基づく 情報要請や情報システム 戦略に依 

存するものであ る   

このような視点から ，本論文でぼ 情報 - ンステ 

ム 戦略と情報資源管理との 相互的メカニズムを 

情報システム 組織に よ る管理との関連性から 検 

討し情報資源の 管理戦略に対する 考察を行 う 

ものであ る． 

1 . 情報システムのパラダイム 変化 

近年に至って ，不確実な市場環境に 対する情 

報システムの 役割として，情報システム 自体を 

経営資源として 捉え，企業の 経営戦略との 相互 

関連性を重視する 概念がネットワーク 情報技術 

の飛躍的発展を 背景に登場してきた． この過程 

で，経営戦略の 武器としての 情報システムや 戦 

略情報システム (SIS) の名称で，情報システ 

ム における経営戦略機能に 関する研究が 進展し 

てきた 2@. 経営戦略を支援する 情報システム 研 
究の対象が個別のシステム 事例解析から ， この 
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成果を踏まえた 情報システムの 戦略計画に関す 

る理論的・方法論的研究に 次第にその重心を 移 

4 千している   

経営戦略と情報、 ンステムの相互メカニズムの 

点から考察すると ，経営戦略の 策定・遂行に 寄 

与する機能は ，従来から情報システム 自体の属 

性として情報システムの 戦略的計画に 内在して 

いる・ コンティンジェンシ 一理論は，経営環境， 

経営戦略，経営組織間の 動的特性を反映する 環 

境 適合的な情報システムの 構築戦略を研究して 

きた． しかしその基本的枠組は 情報システム 

による環境適合が 中心であ り，情報システム 戦 

略は経営戦略の 下位戦略として 認識され，経営 

戦略自体を変化させ ，事業環境そのものを 構築 

するものではなかった．すなわち ，情報システ 

ム自体が戦略的資源であ り経営環境に 対する自 

律的な形成要因であ るという認識は ，経営戦略 

と情報システムに 関するパラダイム 変化が経営 

組織の中で公式的に 認知されることが 必要条件 

となる 3). 
このような認知を 前提として踏まえ ，経営戦 

略との関連性から 戦略情報システムの 構築が 可 

能 となる．ワイズマンは ， MIS, DSS 。 ) と 続く 
情報システムの 基本構造は，戦略的計画・ 経営 

管理・業務管理における 計画と統制に 関する ア 

ンソニ一のパラダイムに 基づくものであ り， こ 

れに従った情報システム 構築は慣習的パースペ 

クティブ (Conventional Perspective) の枠組 

みに依拠すると 指摘している． これに対し企 

業の事業展開の 過程で競争力の 獲得・維持戦略 

に対し これを形成し 支援するための 戦略遂行 

に 効果があ る情報システム 構築には，戦略的パ 

ースペクティブ (StrategicPerspectjve) が必 

要であ るとしている 5). 
経営戦略に対するこのような 情報システム 観 

の 変化が，具体的に 情報システム 戦略をどのよ 

うに規定し経営戦略に 効呆を及ぼしているか 

については多数の 事例が研究されている・ 本来 

経営組織の内部効率性を 向上させるために 導入 

された情報システムが ，事業活動プロセスの 中 

で 蓄積された外部環境情報を 基盤に戦略的な 情 

報システムに 転換するためには ，経営戦略にお 

ける情報システム 観の変 イヒ が不可欠であ る・ こ 

の変化を情報システムのパラダイム 変化と考え 

ると，情報システムと 経営戦略との 相互関係に 

次のような変化が 生じている． 

従来の情報システムの 構築計画は，経営戦 

略・組織構造・ 経営理俳の相互関連性の 中で， 

経営戦略の下位戦略であ る情報システム 戦略 か 

ら 規定され，組織活動や 組織構造の中での 経営 

管理及び意思決定支援のための 情報提供に寄与 

するものであ る． DSS や ESS が経営戦略との 関 

わり合 い の中で，戦略的意思決定を 支援するこ 

とはあ くまでも外部環境の 将来の不確実性を 低 

減し外部環境への 適合を目指すものであ り， 

経営戦略を介して 将来の事業環境に 競争優位性 

をもたらすことは 直接的には意図していなかっ 

た．一方，戦略情報システムは 経営戦略・組織 

構造・経営理俳の 動態的均衡を 保持しっ っ 6), 

自ら経営理俳や 経営戦略に働きかけ ，企業外部 
の事業環境を 情報システムに よ る経営戦略推進 

力で競争優位性をもたらす 方向に積極的に 変化 

させてゆくねら ぃ があ る． 

情報システム 機能の視点で ，経営情報システ 

ム (MIS) や経営支援システム (MSS) の情 

報収集・処理・ 伝達機能を経営戦略との 関連性 

から追求すれば ， これらの情報システムは 必然 

的に競争優位，性をもたらす 戦略情報システムと 

しての機能を 有することになる． しかし従来 

型の情報 - ンステム - 慣習的パースペクティブ ) 

との大きな相違は ，経営戦略の 遂行に不可欠な 

情報システムであ り，情報、 ンステム機能自体が 

経営戦略を規定するという 点にあ る．情報シス 

テムが経営戦略との 動態的均衡を 有し それ自 

体が経営戦略の 一部であ るという戦略的枠組み 

は，情報システム 組織の構造と 情報資源管理 戦 

略の変化をもたらす． 

2. 情報システムの 戦略モデル 

情報システム 組織に よ る管理機能は ， 以下に 
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示す 4 つの基本機能から 構成されている． 第一 化のプロセスのなかで ，情報、 ンステムを構成す 

は ，事業の競争優位性を 確保するため ，組織に る 情報諸資源の 管理には情報システムの 現在の 

おけるデータや 情報資源が整備され 保護される レベルでの適切な 管理戦略が存在し ， この戦略 

よう に管理することであ る．第二は，事業分野 選択が有効な 情報システムの 管理運用を保証し 

での長期的な 成功をもたらす 情報要請を満足さ 将来の効果的な ，情報システム 計画をもたらす   

せるため，情報システム・プロジェクト やハ一 このようなフィー ドノ イック・ルーフ。 を環境変 イヒ 

ドウェア及びソフトウェアを 包含したアプリケ に 適合して機能させることが ，情報、 ンステムの 

一 ション・システムの 運営管理を行うことであ 管理戦略の本質となる   

る ，第三は，組織に 最も便益をもたらす 有効な (1) 情報システムの 戦略的管理モデル 

情報技術の導入，開発，運用，置換の 管理を行 ，情報、 ンステムの戦略策定は 情報、 ンステム管理 

ぅ ことであ る．第四は，他事業分野との 関係の の 成功をもたらすための 第 1 ステップであ り， 

なかで情報資源が 及ぼす影響と 情報資源に対す 組織の内覚部環境変化を 反映した情報システム 

る 情報システム 組織の範囲及びその 組織的管理 の 連続的修正と 革新によるフィードバック・ プ 

を 実行することであ る   ロセスが必要とされる． このメカニズムに 対応 

，情報システム 管理に対する 戦略は，組織の 内 する戦略的管理モデルを 図 1 に示した   

外部環境と情報資源キャパシティとの 有機的関 経営戦略が策定された 下で，経営の 外部環境 

連 性や経営戦略の 視野に据える 時間との動態的 として事業機会や 脅威に対する 認識が確認され ， 

調和であ るため，個別的には 論じることはでき 現状における 情報システム 環境と将来の ，情報、 ン 

ない．経営戦略と 情報システム 管理戦略との 変 ステム技術予測から 生じる情報資源のギャップ   
組 紘の内部環境 

現状の脩 報 システ 

将来の構 報 システ 

ムの ボートフォ リ 

オ 策定 

図 1  % 報 システムの戦略的管理モデル 
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が 認識される・ 一方，組織の 内部環境として 情 

報システム組織の 管理体制，情報資源の 配分プ 
ロセス等が吟味され ，現状及び将来の 情報シス 

テムの管理戦略に 対する概念的枠組みが 設定さ 

れる・例えば ，情報システム 技術予測としての 

ダウンサイジングの 進展と機能当たりコストの 

減少速度がもたらす 投資削減効果， メインフレ 

ームとワークステーションとの 併用比率，エン 

ドユーザー・コンピューティン グ の発達と情報 

- ンステム組織に よ る管理体制等の 問題が将来の 

情報システム 管理戦略として 明確に設定される 

必要があ る． 

情報システムの 戦略的環境認識がされた 下で ， 

経営戦略は経営環境や 情報システム 技術の覚部 

条件と組織構造や 現状の情報システム 技術を統 

合 ィヒし 情報システムの 戦略的計画を 策定する   

このとき情報システム 観の変化は，戦略的環境 

の認識プロセスのなかで ，情報システムに 関す 

る 戦略的要因の 抽出や有限な 情報資源配分に 対 

するフィルターとしての 機能を有することにな 

る 

情報システムの 管理及び技術戦略は 経営戦略 

との相互作用から 策定され，構築される 情報 - ン 

ステムは戦略的環境に 影響し経営戦略を 修正 

する機能をもつ． このように経営戦略と 情報シ 

ステムの融合化した 戦略的計画メカニズムを 情 

報システム計画に 組み込むことにより ，環境遇 

応 、 と環境形成に 有効な経営戦略を 遂行する高度 

な戦略情報システムの 構築が可能となる．戦略 

的管理モデルにおけるフィードバック・プロセ 

スを経て，情報システムは " 転換領域 " から 

" 戦略領域 " へと進化し さらに " 工場領域 " 

でその経営戦略的価値を 発揮する 7) 

(2) 情報システムのポートフォリオ 

情報システムに 対する戦略的管理の 方法とし 

て て クファーランは 将来の情報技術開発と 現状 

の 稼働情報技術における 戦略的影響の 軸から， 

情報システムを 支援，転換，工場，戦略的の 4 

つの領域に分類している・これらの 4 領域は， 

情報システムの 管理戦略に対する 役割・機能が 

根本的に異なるため ，効果的な情報システムの 

計画，開発，実行，運営の 戦略的管理を 実施す 

るためにはそれぞれの 領域における 異なった戦 

略が必要となる． 

支援領域は，経営戦略策定に 対して重要性が 

低いが，経営戦略策定の 基礎情報提供としての 

役割を持っ・ 情報システムの 特性として，処理 

機能が独立し 他 システムの効率性や 効果性を 

支援する機能があ る．工場領域は ，経営活動 全 

体の意思決定や 業務管理に対する 効率性及び効 

果性を中心に 考えるため，情報システムの 処理 

機能が独立すると 同時に他システムとの 統合化 

やインタフェイ ス が重要となる．戦略領域は ， 

現状と将来の 経営戦略遂行に 寄与し競争優位 

性や組織戦略の 実現のために 機能する情報シス 

テムであ る．戦略的領域での 情報システムはそ 

の本質上独自なシステムであ るため，開発リス 

クが考慮される・ 転換領域は，戦略的領域の 前 

段階であ る・転換領域では ，戦略的領域に 情報 

- ンステムが移行する 前にリスクを 軽減しその 

実行可能性を 評価することが 必要となる 8). 

3, 情報システムの 管理戦略に対する 要請 

組織は常に適切な 情報システムの 開発と維持 

管理を必要としており ，情報システムの 管理戦 

略は，情報システムの 効果性と効率性を 追求し 

て実行される 組織の公式的な 戦略計画と組織茂 

員 問における非公式的な 戦略的思考の 融合であ 

る． 

戦略的方向性の 策定から，戦略の 定義や解釈 

を経て，環境条件や 経営事象に対応する 特定な 

戦略遂行までの 一連のプロセスは ，図 2 に示す 

ように公式的な 戦略計画プロセスと 非公式的な 

戦略的思考による 働きかけの両者の 相対的均衡 

によって実行が 保持される 9). 
情報システムの 戦略的計画における 公式的 プ 

ロセスは，戦略的方向性の 策定から実行までの 

各段階における 情報 - ンステムの修正及び 変更を 

禁じないが，全社的事業推進を 妨げるような 個 

別，情報、 ンステム計画を 回避するように 策定され 
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公
式
的
な
戦
略
計
画
 

戦略的方向性の 策 戦略の定義 戦略の達成 

定   
フィードバック       
    

使命や目的の 定 
選択された 我 

義 。 状況や代替 実行 
略の計画 

案 の 評 何と選択 

  
非公式的な戦略思考 

図 2  笛理 戦略のプロセス 

る ， さらに重要な 点は，情報システムの 戦略的 る 適合しなく な 

計画プロセスに 非公式的な戦略思考を 組織的に ②情報資源が 浪費され，あ る場合には誤用され 
ビルトインするメカニズムを 組み込むことが 必 る 

要 となる 10). ③情報 - ンステム計画が 事業計画をあ とづける 事 

公式的なプロセスは 基本的に，情報 - ンステム 組 後 的なプロセスとなり ，情報システムの 戦略 

織 が担当し戦略的思考をもつ 非公式的プロセ 的 機能が低下する   

スは 情報システムのユーザーが 主体であ るため， この基本的な 原因は主として ，①情報システ 

両者における 情報 - ンステム管理戦略の 不調和に ムの需要と供給に 関する管理の 不整合性，②情 

よる弊害が現実化している．例えば ，マクファ 報システム投資管理に 関する過度の 集中化また 

一 ランのポートフォリオに 沿ってこの不調和を は分散化に依存するものの 2 つに大別できる・ 

分析すると，以下のようになる   マ クファーラン と マッキニ ーは ，情報資源の 過 

支援領域と工場領域 : 集中している 情報資源の 度の集中化と 分散化に よ る情報システム 組織の 

開放と，情報インフラスト 問題に関し， 表 1 に提示している 11). 
ラクチュアの 確保の方法 ，情報 - ンステムの管理戦略は ，情報 - ンステム 投 

戦略機会の支援方法 資評価のような 数量評価可能で 合理的な戦略 だ 

戦略領域 : 事業に対する 情報システムの 成功や けでなく，組織の 行動的側面や 文化的側面が 反 

失敗の評価方法 映される．戦略は 根本的に組織能力の 知的統合 

情報資源配分の 方法 プロセスであ り，その実行には 組織のなかでの 

管理戦略の再構築や 再統合の方法及 適切な行動選択が 必要とされる ， 2). 

び時期 また，ヘイワードは 情報、 ンステムの戦略計画 

転換領域 : 情報システムの 評価及び選択 / 棄却 モデルの中で ，情報システム 戦略の構成要素を 

の 意思決定の方法 管理戦略，アプリケーション・システム 戦略， 

戦略的領域への 移動方法・時期と 技術戦略と規定し 管理戦略における 5 つの構 

リスクの評価方法 成要素をあ げている 13). 報告構造と集権 化・ 
この ょう な事態が生じるのは ，経営戦略の 方 分権 化は情報システム 組織構造そのものであ り   

向性が事業部の 個別的な事業達成によって 無視 教育も広義の 組織構造の一部と 考えられる・ 標 

され，結果として 以下の問題が 長期的に情報シ 準は外部環境から 選択されるため ，情報システ 
ステムに生じてくるためであ る． ム 管理戦略，アプリケーション・システム 戦略， 

①情報システムが 事業全体の情報要請に 対して 技術戦略の一部として 内在する・セキュリティ 
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表 1  冊 報黄 源の過度の集中化と 分散化に関する 問題 

情報システム 組織への集中化 

①現状のデータ 構造に適合するような 
新システム開発志向一統合的システ 

ムの視点 一 
②新しい顧客，技術，サービスに 対す 
る 情報システム 革新の遅れ 
③情報要求に 対する実施可能性や コス 
け 便益分析の強調 
④情報システム 組織が情報専門家に 支 
えられ， ユーザ 一の情報要請に 対応 
しにくい． 

⑤システム保守管理が 情報資源の大半 
を 費消してしまう   
⑥ユーザ一のソフトウェア ， ハード 

ウェア，システム 要員の情報が 得に 
くい． 

は 情報システム 組織の問題であ るとともに全社 

的な情報システム 戦略との相関が 強い． 

以上の考察から ，情報システムの 管理戦略に 

おける基本的な 要請を掲げると 以下のようにな 

ろう． 

①情報システム 方針，戦略，計画が 事業戦略や 
事業目的を正しく 反映している． 

②情報システムからの 潜在的な事業機会が 組織 
によって明確に 認識され，追求されている・ 

③情報システム 方針，戦略，計画，事業機会等 
が，予想、 される事業リスクの 中で達成可能で 

あ る． 

④適切な情報資源の 保有水準を設定し 事業問 
または情報システム 間の競合や優先順位の 調 

子口を計る． 

⑤組織文 ィヒ を反映するような 情報システムの 管 
理戦略を創造する． 

⑥情報資源に 対する集中化と 分散化の適切な 均 

衡を保持する． 

4. 情報システム 組織の構造と 情報資源 

コンピュータが 組織に導入されて 情報システ 

ムが事業の各業務機能へ 浸透するに つ れ，情報 

資源の拡散が 進展し組織構造のなかで 情報資 

源を位置づけることはますます 複雑化している   

ュ 一ザ一部門への 分散化 

①短期的なシステム 課題の重視，結果 
として相反するシステムの 増加 一 、 ン 
ステム不整合化の 促進一 
②新しい顧客 / サービスの拡大による 

、 ンステム保守管理費の 増加が見過さ 

れる． 
③データの品質管理の 不足 
④システム開発の 経験不足や技能欠如 
により， システム開発が 重複したり 
開発速度がまちまちになる． 
⑤コスト 7 便益分析やシステム 開発目 
的の正当化が 不十分であ る． 
⑥システム技術要員が 重複 し 急増す 
るため情報システム・コストが 増加 
する傾向が強い． 

情報システムの 分権 管理が高度化し 特定の 

事業戦略に非常に 優位性のあ る情報システムは ， 

全社的な情報要請に 対し十分満足できるサービ 

スを供給する 目的では構築されていないのが 一 

般 的であ る．情報システム 管理者は， 自己の属 

する集団に情報資源を 固定化するため ，結果と 
して全社的な 情報システムの 管理や支援がおろ 

そかとなる． また，最適な 人的資源配分が 排除 

され，主要な 情報システム 開発資源に余裕がな 

くなり，各事業部の 情報システム 管理者は情報 
- ンステム運用に 対する知識経験が 次第に欠如し 

てくる． 

このような事態を 回避し重複するシステム 

開発・運用をなくすため ，あ る局面では情報、 ン 

ステム組織の 管理機構は分権 管理から再び 集権 

管理へと回帰することが 求められる，一方， 情 
報 資源の過度の 集中化による 弊害を軽減するた 

め，ユーザ一の 情報資源投資の 増強と人的資源 

の拡散により ，戦略情報システムのための 分権 

管理が適切であ るとの認識も 次第に高まってい 
る 14) 

情報資源管理を 効率化するため ，情報システ 

ム組織は集権 管理と分権 管理の手法について 試 

行錯誤を繰り 返しているが ，一つの方向性とし 

て全社的な情報システムの 調整と管理の 機能が 
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経営の高階層の 情報 - ンステム責任者や CIO に移 クチュアや情報アーキテクチュア 開発の必要，性 

勤 している 15)   によ り，特定の情報システム 機能開発に関する 

(1) 情報システム 組織と情報、 ンステム機能 集権 化がいっそう 望まれていることも 事実であ 

分権 化により多数の 情報システム 専門家によ る 

る システム開発がスーザ 一部門に委ねられてい 1960 年から 70 年代では，伝統的な 集権 化構造 

るが，情報 - ンステムの 質や データの統合性は 低 に よ る情報、 ンステム組織が 全社的に情報 - ンステ 

下している． 同時に，情報技術インフラストラ ムを 開発し維持管理を 実行してきた・ これは， 

表 2  % 報 システム 枝 能の拡張 

主要機能 機能の明細 

全社的システム   、 ジョブ・ スケ デューリンバ 等を含むシステム 運用 

支援 ・コーンドユーザ 一のシステム 運用支援 
  データベース 支援 

  テレコミュニケーション 支援 

・ハードウエア ， 0S, アプリケーション・ソフト 
ウェアの維持管理 
  エンド ュ 一ザ一のシステムの 品質管理 

  情報資源キャパシティの 管理 

- ンステム開発 ・生産管理，基幹 - ンステム，会社システム ， ソフト 

ウェアツールに 関するソフトウェアの 開発，誤信 士 

支援センター ・組織分析，モデル 設計，実現可能性分析， システ 
ム 分析に対する 内部的な相談と 支援 
・外部購入ソフトウェア ，外部データサービス ，パ 
ソコン導入等の 各業務に対するサービス 提供と支 
援 

Ⅱ 汚 幸手 報 センター ・コーンドユーザ 一部門に対する DSS, モデル言語， 
データ検索システムに 関するシステム 開発の内部 
的サービス提供と 支援 

研究開発 ・技術変化動向の 監視 
・技術インフラストラクチュアの 開発 
・技術予測 

技術移転 ・組織インフラストラクチュアの 開発 
・組織環境における 新しい技術導入の 潜在可能性の 
調査研究 
・システム導入計画と 実行 
・パイロット・システムの 計画と実行 

言 十両 ・全般的な情報計画 
・全社的な戦略計画との 連結 

内部監査 ・組織の情報システム 利用に対する 全般的な評価 
・情報方針の 確立 
・開発標準の 設定 

管理運営 ・管理の評価 

・予算 
・人事管理 
・文書管理 
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情報システム 機能が，生産・ 販売等の基幹業務 

系システムが 中心であ り，情報系のシステムの 

ゥ エイトが低く ，情報システム・コストの 規模 

の利益を得るには 集権 管理が適切であ った． し 

かし 80 年代以降基幹業務システムもその 複雑 

性を増し，情報系のシステムに 環境変化に適合 

すべく多様な 情報処理機能が 求められるように 

なると，情報システム 全体を一括して 一様に集 

権 管理や分権 管理に委ねることは ，制約のあ る 

情報資源配分の 歪みや情報システム ，コストの 

増加をもたらす 16). どのようなアプリケーシ 
ョン・システムをいかなる 方法で管理しそれ 

が将来どのように 変化するかについて ， まず 伝 

統 的な，情報システム 機能を分類すると ，以下の 

主要な 4 機能があ る． 

・システム開発 ( 保守を含む ) 

・システム運用 

・システム技術サービス 

・システム運営管理 

これらの機能は 依然として重要であ るが，情 

報システム開発が 企業内部の生産構造にむけら 

れるよりもむしろ 企業外部へのサービス 供給 構 

造を重視するに つ れ，機能間における 情報シス 

テム技術移転が 重要となり，情報システム 機能 

の新しい役割が 発展してきた． これは新しい 機 

能の導入ばかりではなく ，上記機能の 拡張・変 

化や情報システム 構築作業自体の 再配分を促す 

ものであ った．情報システム 機能の拡張モデル 

を示すと表 2 の通りであ る 17). 
このモデルでは ，伝統的な情報システム 開発 

機能が，開発プロセスを 支援する機能から 開発 
プロセスの構築段階にまで 分割され，細分 ィヒ さ 

れて示されている．管理運営は ， 新しい機能領 

域では伝統的なものよりも 大幅に削減され ，計 

画が基本的機能として 認識されている． これら 

の種々の活動が 構造化され，情報システム 管理 

の弾力的運営が 実行される よう に，情報システ 

ム組織の構造化が 発展する必要があ る． この点 

に関し情報システム 組織の組織構造は 以下の 

よう に分類できる   

階層的組織 : 作業の分離と 専門化に よ る規模の 

効果の追求一内部効率性一 

機能的組織 : 作業完結をサブバループに 可能に 

する よう に責任のあ るサービスを 

供給する。 一 外部効率性 一 

マトリックス 組織 : 集団的作業による 資源利用 

可能性と変化に 対応する適応性を 

達成する。 

この考え方をアプリケーション・システムの 

ポートフォリオに 適用すると，以下のような 結 

論となる． 

・工場領域 : 現状の情報システムの 管理，メン 

テナンス及び、 ンステム安全，性を 追 

求するために ，作業は独立した 機 

能 構造を持っ階層的組織が 適して 

いる・ 

・転換領域 : 情報システムの 革新や変 ィヒ をもた 

らすが、 リスクが大きいため、 フ 

ラットな機能構造を 持つ組織が適 

している。 

・戦略領域 : 明確な組織目標があ り、 弾力的な 

情報システムの 利用が必要であ る 

ため、 チーム構造を 持つ マ トリッ 

クス組織が有効であ る。 

・支援領域 : 定型処理作業ながら 多様な作業が 

発生するため、 クロスファンクシ 

オナル な 組織が適当であ る。 

情報システム 組織の機能が 個別事業部に 分散 

されると，全社的な 情報システム 運営に関する 

同一の問題が 複数の事業部で 管理される必要が 

あ る・ さらに，各事業部が 相互に依存している 

場合，調整や 意思疎通の労力やコストが 増大す 

るため，情報システム 組織の統合化の 機構が必 

要となる、 8). 
(2) 情報システム 組織の構造 
表 2 の主要機能を 組織構造に適合して 組み込 

むことは， アプリケーション・ポートフォリオ 

の領域に対応するように 更に細分 ィヒ して検討す 

る必要があ ることを意味する． 

図 3 の情報システム 管理機能に示すよ う に ， 

          
" Ⅰ " -" 
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全社的サービス 回         
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支援センター 一 
図 3  冊 報 システムの管理技能 

表 3  主要領域と 柑報 システムによるサービス 機能の貢献 

転換 戦略 工場 支援 
古   

全社的サービス J 氏 同 向   f 氏 
、 ンステム開発 J 氏 同 古田 ィま 

支援センター J 氏 ィ氏 4% 一局 

情報センター 一 同 J 氏 4 氏 一 向円 Ⅰ 
アーキテクチュア f 氏 吉岡 

古 
同 Ⅲ エ 天上 

組織的管理機構 革新 マトリックス 階層 クロスファンクシオナル 

情報システムに 対する内部監査，管理運営，及 

び技術インフラストラクチュアのような 特殊機 

能は全社的情報システムに 属するものであ り， 

これは情報システム 組織スタッフの 管理に依存 

する． 

図 3 でサービス と アーキテクチュアに 関する 

機能が，アプリケーション・ポートフォリオ 領 
域の主要領域に 対して， どの程度貢献するかを 

示したものが 表 3 であ る・ 

，情報、 ンステムのライフサイクルの 変化にとも 

ない，情報、 ンステム組織の 管理機構も成熟し 
変化する．情報 - ンステムのアプリケーション・ 

ポートフォリオによる 認識によって ，情報、 ンス 

テム組織が全社的な ，情報、 ンステム戦略の 計画・ 

調整を実行することが 可能となる・この 調整プ 

ロセスは ， 新しい情報 - ンステム要請に 適応する 

よう に新しい情報システム 組織選択を促すばか 

りでなく，古 い 要請に対する 情報資源配分を 削 

減する機能を 持っ． 

5. 組織における 情報資源管理 

情報資源に関する 組織的な調整による 自己 分は， 

組織と情報システムの 特性により実行されるが ， 

以下に示す要因が 一般的には情報資源配分の 調 

整に考慮される． 

①組織におけるアプリケーション・ポートフォ 

リォ の成熟段階 

②企業の多角化，事業領域の 変化の速度，各事 
業領域における 競争圧力 

③財及びサービスに 関する相互情報交換に 対す 

る 事業領域間の 潜在的シナジー 効果 

④情報資源，情報技術の 獲得と維持管理におけ 
るコスト 

⑤情報資源の 地理的立地 
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情報システム 組織の役割がどの 様に変化し 

情報資源の管理について 最近の 10 年で展開して 

きた主要な組織的管理機構を 要約すると以下の 

ようになろ う ．第一は，情報システム 組織に ょ 

る 集権 管理と各事業部に よ る分権 管理の 2 方向 

に管理機構が 分化してきたことであ る．一般的 

に，単一製品やサービスを 提供する企業形態で 

は情報システム 組織に よ る集権 管理が実施され ， 

多角化した企業形態では ，分権 管理の方向に 進 

属 している．第二は ，情報システムの 効率的運 

用と戦略的効果を 活用するため ，情報システム 

運用管理は情報システム 組織に集権 管理され， 

情報システム 開発は各事業部が 分権 管理する ょ 

う に情報処理サービス 活動の機能分化に 対応し 

た管理戦略がとられている． 第三は， 同一企業 

内でも 大 ユーザーと かユーザ 一の階層化が 進展 

していることであ る． 大 ユーザーは自己の 情報 

資源を保有し 小 ユーザーは情報センターを 共 

有するようになると ，ユーザ一による 情報シス 

テム組織への 要請がそれぞれ 異なってくる．特 

に情報システム・コストの 負担と自己の 事業部 

における便益との 比較から， 大 ユーザーは情報 

資源のアウトソーシンバや 外注化が考慮の 対象 

となってくる．第四は ，地理的に離れたコンピ 

ュータ， ソフトウェア ， データ，要員が 情報資 

源として存在し ネットワークによる 情報資源 

の管理タイプが 多様化してきたことであ る． 例 

えば，情報資源が 集中化されていても ，事業部 

管理による分権 管理が実施される 場合もあ れば， 
情報資源が分散化しても ，情報システム 組織が 

ネットワークによって 集権 管理することも 可能 

であ る． 

このような変化は ，戦略情報システムの 認識 

が高まるにつれ ， アプリケーション・システム 

の構造的支援を 供給することが ，情報システム 組 

織の基本であ り，データ や ，情報構造こそ 情報 シ 

ステム組織を 決定する戦略の 重要な部分であ る 

と考えられてきたことに よ る． この点について ， 

事業戦略における 競争優位な情報システムを 構 

築する 力 は，情報資源の 位置づけこそがその 推 

進 力であ るという見解があ る 19). 
これによれば ，主要企業によって 適用されて 

いる様々な情報システム 組織戦略の特性を 考察 

し以下の 4 つの主要な接近方法による 問題点 

が 提示されている． 

①情報資源の 分権 管理 : 情報資源が事業部の 管 

理下におかれている．情報システム 開発は伝統 

的に専門家によって 維持管理されているため ， 

，情報システム 組織と事業部にはシステム 要請に 

対する障害が 発生する傾向があ る・ 

②情報資源の 分散化 : 分権 管理とは異なり ，情 

報資源は事業部レベルで 集積されるばかりでは 

なく，事業部内の 各機能にまで 分散される・ こ 

れによ り，情報システム 組織の専門性が 減少し 
組織構造が不整合となる ，情報システム 組織に 

蓄積される知識自体も 情報システム 要員の分散 

と共に減少する． 

③情報システム 組織の利益センター 化 : 情報 シ 

ステム組織はサービス 供給を主体とするコス 

ト，センタ一であ るが，利益追求と 情報資源の 

適正配分を目的とする 競争力をもたせるため ， 

情報システム 組織を利益センター 化する・ これ 

に ょり情報システム 組織と各事業部間での 情報 

サービスに関する 新しい契約問題 一 特に情報サ 
ービスの料金一が 生じる 20). 

④情報システム 組織の分離 : 利益センターから 

それ自体を独立した 企業へ分離する・ これに ょ 

り ，情報サービス 等のマーケティンバを 含む新 

しい機能が開発され ，ユーザーは 企業外部の情 
報処理サービスとして 利用する 2'). 
上記のいずれも ，情報システム 組織に よ る 情 

報 資源管理について 一長一短があ るが，事業部 

と情報システム 組織間における 情報システム 戦 

略の共有ィ ヒ を創造するために 情報資源配分を 考 

慮する接近方法であ ると い え 2 6. 

事業が多角化するにつれて ， アプリケーショ 

ン ，システムに 関する情報資源管理を 情報シス 

テム組織がどのように 実行するかが ，情報シス 

テム戦略上の 大きな問題であ る．一般に，情報 

- ンステム組織が 個別的な事業構造を 支援するた 
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め あ る程度分権 化が進展している 場合，個別事 営 組織を介して 全社的なアプリケーシ ， ン ・ - ン 

業 部が情報システムの 構造，開発，運営に 責任 ステムの開発と 調整が可能となる．表 4 に，情報 

を 負 う べきとされる・ しかし個別事業部が 情 、 ンステム構造の 責任部門を要約する 23)   

報 システム全てに 責任を負うことは 不可能であ 全社的なアプリケーション・システム 戦略が 

り 好ましくないため ， あ る種のアプリケーショ 個別事業戦略に 適合すれば，事業部の 情報シス 

ン ・ 、 ンステム領域 は 情報、 ンステム組織に 集権 管 テム管理は個別アプリケーション・システムの 

現 されるべきであ る． このアプリケーション・ 開発と維持管理のプロセスで ，事業部の情報 資 

- ンステムの領域が 以下に示すものであ る 22)   源 管理に責任を 負わねばならない・ 情報資源が， 

・テレコミュニケーション プロジェクト 期間中またはアプリケーション・ 

・ハードウェアとソフトウェアの 設計構造 、 ンステムの耐用期間中，事業部独自の 構成要素 

，情報構造 として機能する 場合も，個別事業部は 情報資源 

・リスク管理とセキュリティ 管理に責任を 負、 う ． もし事業部のあ るアプリ 

・大白 9 資源 ケーション・システムが 全社的な情報システム 

これらの領域では ，情報システム 組織が事業 機能の一部を 構成したり，他事業部と 共有して 

部活動を支援し 助言し必要ならば ，管理す いても事業部はアプリケーション・システムに 

ることが可能であ る・これにより ，情報システ 包含される情報資源管理に 対して同様に 責任を 

ム組織は全社的シナジー 効果から情報サービス 負う・個別事業部の 責任において ，情報資源 管 

の 経済性を改善し 付加価値を増加させること 理を共有して 得られる経験やシナジー 効果の潜 

ができる・各事業部は ， 自己の情報システム 連 在的な便益から ，中央の情報システム 組織にお 

表 4  倍 報 システム 棚 造の管理と 甘任 部門 

機能 中央の情報システム 組織 事業部の連用 

  情報構造の開発 ・処理の監視 ・個別に事業を 規定し 
と 維持管理 ・必要となれば 支援 事業構造を定義 

  戦略を解釈、 し 技術 
要請におと す   

・情報構造の 定義 

アプリケーション 構造の ・標準の設定 : 監視処理 ・情報要請の 定義と - ン 

開発と維持管理 ・構造の見直しと 技術 委 ステム構造の 開発 
員 会への妥当性の 報告 ・部内の調整 

・適切な汎用性の 保証 

データ構造の 開発と維持 ・汎用データベース 管理 ・システム要請の 定義 

管理 プロセスの開発及び 設 : 標準と対応、 した 開 
定の調整 発 方法に従う   
・全社的データベースの 

開発と維持管理 

ハードウェア 及び 0S 構 ・部門のシステム 開発と ・全社的な事業要請に 
造の開発と維持管理 実行の監視 対応、 したシステム 開 

，会社 ュ 一ザ一の運用支 分 

援 構造の開発と 維持 管 ・適切なシステム 変更 
理 の 提案 

テレコミュニケーション ・標準と事業要請に 対応 ・情報要請の 定義 
構造の開発と 維持管理 した システム開発 ・責任と結果の 報告 
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ける全社的なアプリケーション・システム 構造 

の追加・修正と 情報資源管理はより 円滑化する． 

事業部レベルでのアプリケーション 管理は効 

率的な情報処理方法の 改善によって 付加的な 便 

益 が得られる場合に 限定される．事業部での 付 

加的なアプリケーション 戦略は全社レベルでの 

調整が必要とされ ，情報戦略や 技術戦略は中央 

の情報システム 組織により統制される． 

情報資源が分散し 情報システム 組織の分権 

管理が進展している 企業でも， あ る， ぼ報 資源に 

関する集中管理から 潜在的便益を 得ている． こ 

の集中管理機能の 本質は，事業部の 種々の情報 

要請に対する 全社的サービス 提供であ り，情報 

資源が拡散することは 情報システムの 非効率を 

もたらす・加えて ，事業部の潜在的便益合計よ 

りも組織全体としての 潜在的便益が 大きい場合， 

中央の情報システム 組織での計画や 調整は付加 

的な便益が達成されることを 示し全社的な 情 

報 システムの価値を 増加させる・すなわち ，情 

報構造とデータ 構造の集中化が ，事業部間及び 

会 社との情報の 共有化の程度を 決定しアプリ 

ケーション構造とデータ 構造の関係が ，情報 利 

用に関する，情報システム 技術の調整を 規定する． 

まとめにかえて 

，情報、 ンステムの パ ラタイム変化は 必然的に従 

来の， 清報 、 ンステム組織や 情報資源管理構造の 変 

化 をもたらす．情報システムが 組織内部の情報 

要請にサービスを 供給する機能から ，情報シス 

テム自体が戦略性を 持っに つ れ，情報資源配分 

やこれを管理する 情報システム 組織構造と管理 

戦略は経営戦略と 切り放して考えることはでき 

ない．情報システム 組織による情報資源管理を 

ポートフォリオにまとめると 図 4 のようになる． 

図 4 の中心円では ，情報システム 組織による 

資源管理戦略はテレコミュニケーションの 構造， 

ハードウェアとソフトウェア 構造，データ 構造 

の設計計画及び 運営管理に対する 支援が中心と 

なる・ これに対し 具体的なアプリケーショ 

ン・システムの 開発はそれぞれの 領域毎に機能 

が 異なるため，個別事業部における 開発が中心 

となり，図 4 の外用 部 では全社的な 情報システ 

ム組織に よ る情報資源管理戦略はシステム 開発 

支援と事業部及び 会社との情報システムに 関す 

る 整合性の調整が 主要な役割となる．両者の 区 

別は対象とする 情報システム 領域の特性に 依存 

するため，計画と 開発に関する 支援が一体化さ 

れている場合もあ る・例えば，将来の 戦略的影 

響を持つ " 転換 " と " 戦略 " 領域では事業部の 

情報要請に適合するアプリケーション・システ 

ムは事業部で 開発する方が 効果的であ るため， 

情報システムの 試行錯誤や研究開発に 対して情 

報システム組織はシステム 開発の支援を 中心に 

行うのが望ましい． しかし " 支援 " と " 工場 " 

領域ではすでに 開発されたアプリケーション・ 

システムのため ，維持管理や 効率改善のための 

、 ンステム開発とその 支援は一体化して 行うのが 

合理的であ る． 

情報システム 組織による管理は ，現在及び将 

来の情報システムによる 戦略的影響 響 が高い 
" 工場 " と " 戦略 " 

領域では情報資源の 集中化 

による， ぼ報 システム組織の 集権 管理が適合する． 

情報資源の効率的な 集権 管理により， アプリ 
ケーション・システムは " 戦略 " から " 工場 " 

領域に移動し 情報、 ンステムの生産性を 高める   

この場合，情報システム 組織としては " 工場 " 

では階層別組織構造， " 戦略 " では て トリック 

            1   @  TT   
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ス 組織構造を組み 合わせた組織が 情報資源管理 

戦略には適当であ る・一方， " 支援 " 領域では， 

情報資源は情報システム 組織が集中管理しア 

プリケーシ， ン ・システムの 維持管理は分権 管 

理に委ねるのが 基本的な戦略であ る． この領域 

の アプリケーション・システムは 日常業務処理 

が多く，その 処理も定型的であ るため情報資源 
を集中化することにより 規模の利益が 得られる   

この領域を担当する 情報システム 組織は多機能 

であ るため，クロスファンクシオナルな 組織構 

造となる・ " 転換 " 領域では，創造的で 試行錯 

誤プロセスをとるアプリケーション・システム 

開発という特質から ，情報資源は 分散化され， 

分権 管理手法がとられる．情報システム 組織は 

" 転換 " 領域の個別アプリケーション・システ 

ム毎の個人またはバループによるフラットな 管 

理構造をとる． 

，情報システムの 管理戦略は，統制と 不干渉の 

動態的均衡の 維持にあ る・統制とは ，事業にと 

って最も重要な 領域の情報資源に 注目 t,, これ 

を組織的に配分管理する 機能であ り，情報シス 
テム組織による 集権 管理が適している・ 一方， 

不干渉とは，事業革新を 可能にし組織の 戦略 
可能性を拡大する 情報資源の配分に 干渉しない 

ことであ り，情報システム 組織による集権 管理 
よりも事業部における 分権 管理の方式が 適当で 

あ る・現在の情報システムはアプリケーショ 

ン ・システムの 集合体であ り，個別アプリケー 

、 ンョン ・システムは 情報機能の分化が 進んでい 

るため，情報システム 組織による情報資源の 管 

理戦略は一様ではない・ しかし上記のように 

経営戦略と情報システムの 相互関係を分類する 

ことで，情報システム 組織に よ る情報資源管理 

戦略は よ り経営戦略と 適合することになる． た 

だしこの 26 な 情報システム 戦略を認知する 

内部環境，意思決定風土がさらに 検討されるべ 

き 課題であ ろ       

ぅ主 

1) 情報、 ンステムのコスト 増加原因として ，第一 は 
情報資源の配分と 保有水準が現状のシステム 要 
請に対し不一致が 生じ，情報、 ンステムの開発及 
び管理コストが 増加する傾向にあ ることであ る． 
第二は，情報システムの 技術予測が不透明なた 
め，情報技術の 進歩による現在の 情報システム 
投資をあ やまり，将来の 情報システムのコスト 

を増加させる 危険性があ ることであ る，第三は， 
戦略情報システム 投資が肥大化し 組織成長の 
制約条件になるような 情報資源配分が 実施され， 
情報システムのコスト 負担が増大することであ 

る・第一及び 第二の問題は ， 主として組織内部 

における情報システムと 経営戦略間の 相互関係 
に起因する問題であ り，第三の問題は 経営戦略 

を媒介にした 経営環境と情報システム 間の相互 
関係に起因する 問題であ る． E. BurtonSwanson 

&  Cynthia Mathis Beath, " 朋典 INTAHJNJNG 

INFORMATION SYSTEMS IN ORGANIZA ， 

TIONS" ， Chichester ， John@Wiley@&@ Sons ， 1989 ， 

pp. Ⅰ 一 11   

2)@ Gregory@ L ・ Persons ， "Information@ Technology     

A  New  Competitive  Weapon",  Sloan  M イ Ⅱ 戸 aS ひ 

mc 屋 Re ひわ切， Ⅰ 983  Fall, pp. 3 一 14. CharlesWise. 

man,  つ TRAATEG  Y  AND  COMPUTEERS: fn- 

メ ormatio"  め ， t,m, as  Com タ ， t 田 W We ㏄ タ 0 ぬ ， 
DOW  JONES 一 IRWIN,  Homewood,  1985. 

Charles  Wiseman,  "STRAATEGIC  INFOORMA, 

T7ON  SYSSTEEMS", 風 chard  D. IRWIN, Home- 
wood, 1988.  出展守章， 辻 新人 訳 [ 戦略的情報 

、 ンステム : 競争戦略の武器としての 情報技術」， 

初版， ダイヤモンド 社 ， 1989 年 ] 
3) 情報システムは MIS,MSS,SIS の複合化による 
ハイブリッドなシステム 構成であ る・従って， 

情報システムに 対する戦略的認識の 欠如により， 
情報システムの SIS 機能よりも従来型の MIS, 
MSS 機能充足が情報システム 戦略の中核となり ， 
情報システムに よ る経営戦略的機会が 喪失する 

危険があ る． 

4) 例えば代表的な DSS の論文は， G. Anthony 
Gorry and MchaeI S, Scott Morton, ユ 
Framework for Management Information Sys. 
terns",  鰯 ， Oan Manag どの せ何 Re ㎡Ⅰ 磁 ， Fall  1971, 

pp. 55%0 ・があ る・ DSS  の 精級 化による集大成 

として・ Peter. G.W.Keen  and  MichaeIS. Scott 
Morton,  "Decision  幼沖。 れめ s 招の丈 A れ Or 押 - 
ぬ zation Pers$pective",  Reading  Mass,  Addjson. 

一 Wesley, 1978. があ る． 一方 ESS  については 以 

T@*C@@53. Johh F ． Rockhart and Mchael 
Treacy,  "The  CEO  Goes  ON 一 Line", Had 戸 り召ぬ 

Business@ Review ， January ， February@ 1982 ， P ， 83   

John@ F ・ Rockhart@and@ David@W ・ DeLong ， "EX ， 
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ECTIVE  SUPP の R  T  SYSSTEMS:  The  Emer よ 
ence  of TOop Manage,ment COmmputer Us,e", 
Richard  D. Irwin, Homewood, 1988.  [ 吉川武男 
訳 「経営戦略支援システム」，初版， 日経 BP  社， 
平成元利 

5)@ Charles@Wseman@(1985) ， op ， ， cit ， ， pp ・ 3-26   

6) 情報 - ンステムの位置づけとして ，パラダイム ， 

、 ンステム，マネジメントの 3 者を包含した 相互 

関連的ネットワーク 体系であ る経営コンステ 
レーシ， ンの 概念が提示されている． 日本会計 

研究学会特別委員会報告，「企業のパラダイム 変 
革と情報、 ンステムの変化に 関する研究」，平成 2 

年 9 月， pp.2 一 4   
7)@ F ， Warren@ McFarlan ， "Information@ technology 

ChangeS the way you Compete", 正 上ロ ァ民 @d Ⅰ ゴ B ぴ sz. 

れピ ㏄ R Ⅰ ひア け砂， May-June  Ⅰ 984, p. Ⅰ 01   

8) Ibid.,p 下入 101 一工 05. このポートフォリオにおける 
詳細は，溝口同二， 「横浜経営研究 ], 横浜国立 
大学経営学会， Vol.XII,N0.4,pp. 19 り 1. 参照・ 
9)@ John@ Ward ， Pat@ Griffiths@ &@ Paul@ Whitmore, 

"STRAATEG Ⅰ nC PL 尹 NN て NG FOR Ⅰ N 月 VRMAA- 
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